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1　法人化後の産学連携と知財事業
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要　　旨

2004年4月，国立大学は国立大学法人として独立した法人格を持つ．国立大学の法人化に伴

い，「大学ごとの法人化による自律的な運営の確保」，「民間的発想のマネジメント手法の導

入」，「学外者の参画による運営システムの制度化」，「非公務員型による弾力的な人事システ

ムへの移行」，および「第三者評価の導入による事後チェック方式への移行」等，多岐に渡る改

革が予定されている．

法人化後の大学は，大学としてどのような個性を社会に対してアピールすべきかを自由な発

想で検討する等の管理・運営も求められる．大学運営の中で産学連携を如何なる位置づけにする

のか，如何に取り組んでいくかは，個々の大学が考え，知的財産ポリシーや利益相反ルールを全

学的な見地から策定するとともに，教員，事務職員ともに相当の意識改革が求められる．

近年，企業において競争激化や業績悪化等の理由により，基礎研究から産業応用までの一貫

した自前主義を貫くことが困難であることから，基礎碗究と産業応用間のいわゆるディスバレ

ー克服のための応用研究に特化する傾向にある．したがって，大学の基礎研究テーマに着目し

ており，共同研究など産学連携を強化してtlる．

法人化後の大学において，その円滑な運営支援手段のひとつとして，企業との共同研究は極

めて有効である．企業からの注目を得るとの観点から，研究テーマの選定に「実現性」「即効性」

を重視すること，公的補助金の導入による社会へのアピールと研究のスピードアップを提案する．

キーワード：知的財産．特許．産学官連携．共同研究，法人化

は　じめに

2004年4月に国立大学は，国立大学法人として

独立した法人格を持つ．独立行政法人となった国

立研究機開の先行例に対し，非公務員型が採用さ

れる点等，その手法は異なる点も多い．法人化に

伴って予定されてtlる特許等，知的財産の機関帰

属原則への変更とともに，独自に優れた企画を提

案し，大学としてのビジネスモデルを確立する必

要がある等，国立大学の産学連携活動は，大きな
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転換期を迎える こ と になる .

国立大学の法人化

国立大学の法人化 に基づ き, ｢ 大学毎の 法人化

による自律的な運営 の 確保+ , ｢民 間的発想 の マ

ネ ジメ ン ト手法の 導入+ , ｢ 学外者の 参画によ る

運営シ ス テ ム の 制度化+ , ｢ 非公務員型 による弾

力的な人事シ ス テ ム ヘ の 移行+ , お
′
よび ｢第三 者

評価の 導入 によ る事後チ ェ ッ ク方式 ヘ の 移行+

等, 多岐に渡る改革が予定されて い る .

_

法人化後の 大学 は, 大学と して どのょうな個性

を社会に対 して ア ピ ー ルすべ きか を自由な発想で

検討する等の管理
･ 運営も求め られる . 大学運営

の 中 で産学連携を如何 な る位置 づ けにするの か ,

如何 に取り組 ん で い く か は , 個 々 の 大学が考 え-,

知的財産 ポリ シ ー や利益相反ル :
- ル鼻全学的な見

地 か ら一策定するとともに, 教員, 事務職員ともに相

当の意識改革が求め られる 1) . 例 えば東京農工大

で は, T ｢ 事務職員を米国に派遣 し大学運営に関す

る研修を受講させ る+ , ｢私立大学長や企業経営

者 に経営の ノ ウ ハ ウを聞く+ , , ｢ 経済産業省勤務

経験者を副学長に招く+ 等の対策を施
l

して い る.

- 日本経済新 聞社 が平成 1 5 年 8 月 7 日に発表 し

た ｢ 主要企業 4 4 4 社研究開発担当授員らを対象と

した ア ン ケ ー ト調査+ 結果によ
J

る
,
i
,. 多くの 企業

が研究 ･ 開発を競争力回復の 源泉上 位置づ け
,
研

究費を積極的 に増加 して い る . 特に ,
′

精密機器や

医薬品, 機械分野 にお ける企業 で は, 国内の大学

との 共同研究が急拡大 して い る . また, 約 4 割 の

企業 に お い て競争激化 や業績悪化等の 理 由に よ

り, 基礎研究 か ら‾産業応用ま で の
一

貫 し-た自前主

義を貫く こ とが 困難 であ る
2) こ と か ち ,

一基礎研

究と産業応用間の い わゆる ディ ス バ レ
一

束服 の た

めの応用研究に特化する傾向にある . したが T? て ,

大学の 基礎研究テ
ー

マ に着目しており, 共同研究

など産学連携を今後強化すると 回答 して い る'. こ

の ような背景の もと., 大阪大学と三 菱重 工の 間 で

は, 平成 15 年 3 月 に技術開発の 分野で包括提携

が結ばれて い る . こ の 提携で は, エ ネ ル ギ
-

や環

境技術等の分野 で/ 阪大が基礎研究を請け負う
ー

方で, 三 菱重工 が得られた成果の 製品化研究に着

手す る こ と が提携の 基本と な っ て お り, 阪大の

工 ･ 基礎工 ･ 理の 3 学部が三 菱重工 と共同 して ,

幅広 い 研究を行うこ とを目的と してい る .,
これは,

大学 の 潜在力一を活 用す る上で有効な手法 であり,

企業と しては新規事業を発掘でき る点
,
大学側 と

して は∴基礎研究にも資金を運用 しや すい等の 利

点を有 して い る .
I

一 方
,
産学宮連携の 内, イ学+ と ｢ 官+ すなわ

ち地方自治体なちびに大学の連携強化も重要で あ

り, 地域産業 の研究開発を総合支援する ベく, 例

えば科学技術振興機構が募集する地域集結型共同

研究事業などの 公的支援制度を活用 し, 十分な資

金を獲得するなど, 効率的に連携を進 める必要が

ある .

法人化 に伴う産学官連携と知的財産事業

1 .
･ 国立大学法人法等 に おける制度 の枠組 みと

産学官連携 ･ 知的財産の取_り抜い の概要 ー

一 国立大学法人 と して法人格を有する こ と か ら,

こ れまで 困難であ っ た権利 ▲

･ 義務の 帰属主体と
◆一
し

て 大学 が機能する こ と
.

に なる . その結果, 研究成

果と しての 特許申請や知的財産管理などが可能に

なり
,
これまで の 個人帰属か ら機関帰属に変更さ

れる.･ す なわち, 組織 と して 有効な知的財産を選

択 し,_ これら
へ 集中して活用

.

促進する ことで , そ

の 効果を上げる こと が期待される .- ま た,
▲国立大

学法人法第 2 2 条に,
･

r 研究成果の普及ならびに活

用促進+ , ｢研究成果活用促進事業ならびに技術移

転事業 などに対する出資+ が大学の業務と して 規

定されており‾∴出資対象と して は ,
大学の 研究成

果 ･

技術移転事業者 で ある承認 T L 0. が予定ぜ
･れ

て い る .

一

方, 産業技術力感化法第 16 条 に基づく. 特許

料の 特例措置と して, 特許に関わる審査請求手数

料ならびに特許料は,
‾従来国立大学の機関帰属分

に つ
‾
い て は全額免除 であ っ た もの か ら, 機関帰属,

個人帰属に関わらず半額免除 に変更される∴なお,

特許権取得■4 年後以降の特許料は全額を納付する

必要がある1. こ こで , 国から継泰 した権利および
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法人化後3 年以内に出願あるい は継承 した権利に

つ い ては
, 産業技術強化法附則第 3 条に基づく経

過措置と して従前どおり審査手数料ならびに特許

料は免除される .

また
,
これまで国有特許すなわち国立大学や国

試験研究機閲の有する特許を取り扱っ てきた認定

T L O は廃止 される . 以後は, 大学等技術移転促進

法第 1 2 条に基づ き, 大学教官個人や 公私立大学

の 有する特許を取 り扱う承認 T L O と して の 支援

が継続される . 例 えば, 認定 T L O で は, 特許料な

らびに手数料 が全額免除 される等の 減免措置が施

されてきた . 法人化後における承認 T L O で は, 大

学法人と同様に 3 年間の経過措置の 後, 半額軽減

措置に移行される.

2 . 産学官連携 ･ 知的財産取り扱 い に関する要検

討事項

国立大学等はこ れまで 国の機関であ っ た こ とか

ら, 国 (文部科学省等) で定め た ル
ー ル に基づ き

統 一 の 取り扱い を行 っ て きた. しか しながら, 汰

人化後は各国立大学法人等が自うの 個性や特色を

反映 した柔軟な産学官連携ならびに知的財産取り

扱い の ル ー ルを定め る必要がある .

共同研究および受託研究に おい て , 例 えばそ の

費用の 納付方法に つ い て, 前納, 分割納付, 後納

など納付時期 につ い て も検討 し
,
大学と企業双方

が実施 しやすい 環境を整 える必要がある . また間

接経費は, 特許など知的財産の 運用等に関わる経

費, 大学の方針を鑑み徴収の 有無や 率を個 々 の 大

学が独自に決定するこ とが可能 になる .

研究成果と して の 知的財産 の取 り扱 い に つ い

て
, その 帰属, 研究相手方 へ の 独占実施権 , 不実

施補償,
譲渡等 はもとより, 受け入れ研究費で得

た設備の帰属, 譲渡などの取り扱 い や受託研究員

の 諸待遇に つ い て も検討しなければならな い . ま

た
, 秘密保持 の 確保 , 研究成果公表の 取り扱 い に

つ い て も十分配慮 し, 契約する必要があるととも

に
, 研究成果に対する依頼側の 満足度を如何 に評

価するか等の ル ー ル を確立すべ きである .

知的財産の 原則機 関帰属の 方針を踏まえ, 職員

の 発明に関わる諸問題を早急 に解決する必要があ

る . すなわち, 発明の 帰属を迅速に判断 し, 必要

に応 じ個人 に返還で きる体制を整 えると と もに
,

発 明者 へ の相 当な補償等, 知的財産ポリシ
ー

に基

づく明確なル ー ル作りならびにその 的確な運用が

求め られる.
こ こで補償につ い て は

,
金額の 上限

,

算定率の み ならずその 還元方法, すなわち個人補

償や所属研究室 へ の 還元等を含め て検討すべ きで

ある .

一 方, 各大学等や T L O は, それぞれが置か れた

状況を踏まえ, 各大学等の 個性 ･ 特色や 運営方針

等に応 じて , そ の 主体的な判断 により最も効率的

か つ 効果的な体制を選択する こ と が必要と考えら

れる . こ れは法人化後, 知的財産の 実施権 の設定

や譲渡が可能になる こと から, これらをより有効

に活用する上で も重要で ある . また
,
T L O

, イ ン

キ ュ ベ
ー シ ョ ン事業者や ベ ンチ ャ ー 企業等が, 大

学の施設を使用可能 になる こと か ら, 施設
･ 設備

等につ い て その使用許可範囲や使用料を決定 しな

ければならない .

法人化後, 非公務員型 の人事制度が採用される

こ とか ら
, 産学官の 人材の 流動性を確保する柔軟

な人事が実施可能 になる . 例 えば, 短時間勤務制

度や年間の 一 定期間にお い て 大学職務を免除する

等 が可能 に なる .

一

方, こ の よう な活動 の 中で ,

教職貞が企業等と の 関係で生ずる利益や 責務 が ,

大学等 にお ける責任 と衝突す る状 況が予測 され

る .
これらを未然 に回避するた め にも, ル

ー ル作

りが必要である .

法人化後の大学に おい て , その 円滑な運営支援

手段の ひ と つ と して
, 外部資金の 導入促進が挙げ

られる . 短期および中 ･ 長期的展望双方か ら対策

を論 じる必要があるもの の
,
企業と の共同研究は

極 めて有効 な手法である . 企業 か ら注目を得 ると

の 観点か ら, 研 究テ
ー

マ の 選定 に ｢ 実現性+ ｢即

効性+ を重視する こ とも必要で は ない だろうか .

また近年, 公的補助金の 多く は産学官連携の テ
ー

マ を重視して い る . こ の ような公的補助金の 導入

は
, 新 しい 機器の 購入を促進 し, 従来の 工夫 によ
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る機器 の運用か ら開放され, 研究の ス ピ
ー ド ア ッ

プに繋が ると ともに, その P R 効果も無視 し得な

い こ と か らも,
一

考に値するの で は な い だろうか .
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ようにすればよりス ム
ー ズ に行く とお考 えですか.
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が
, 突 き詰めると こ ろ人と人と の交わりになると思い ま

す. まずはお互い に足繁く通い合い , 顔を覚える こ とか

ら始め る べ きではな い で し ょう か.

司会 (佐藤) 人的交流が大事とい うこ とですね . ど

うもありがとうござい ます.
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要 旨

2 0 0 2 年に は, 3 月に ｢ 知的戦略会議+ 発足 ,
7 月に は ｢ バ イオテ ク ノ ロ ジ ー 戦略会議+ の初会

合が開かれ
,
1 2 月には ｢ バイオテ ク ノ ロ ジ ー 戦略大綱+ がまとめられた. 我々発明コ - デ ィ メ

ー タ ー は
,
これらの国家戦略の基

,
知的財産の 創出と その 事業化に取り組んで い る. 今回

,
筆者

等が担当した大学発ベ ンチ ャ ー の設立 に つ い て 報告する . 今後とも産学官連携および医工 連携

等の異分野連携が大学における知的財産の 活用上需要な位置を占めると考える.
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大学にお ける知的財産を移転 して 起業 につ なげ がん剤などの 臨床開発に従事 し, 1 9 8 9 年 か らジ ャ

る こ と につ き, 経験 に基づ い て お話をさせて い た バ ン エ ナ ジ
ー 医薬バ イオ研究所 ( 現 : 住友製薬)
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